
早稲田大学法務教育研究センター

＜2017 年度秋学期開講＞

『法律基礎講座』
― 法科大学院既修者入試・司法試験予備試験・公務員試験対応 ―

この「法律基礎講座」は、法律主要７科目について、基礎からしっかりと勉強するための講座です。各試験

に重要な基礎的概念を確認しながら、学説や基本判例の理解の定着を目的として、皆さんの学修を強力に

サポートします。

講師は、いずれも司法試験に合格した優秀な若手弁護士です。その多くは、早稲田大学大学院法務研究

科を修了し、アカデミック・アドバイザー（AA）として、現役の法科大学院生に対する学修支援のゼミや個別指

導の経験も豊富です。

法科大学院既修者入試、司法試験予備試験、公務員試験等をめざす皆さんに、ぜひお薦めします。

※秋学期の講座内容、講師、日程等の詳細は、裏面をご覧ください。

◆時間が限られている中、重要部分を体系的に説明していただけて分かりやすかった。

◆ロースクールの授業の予習や復習に大変役立った。

◆大学院生や社会人の方と一緒に勉強できたので、司法試験へのモチベーションにつながった。

◆現役の弁護士さんが講師として教えてくださり、弁護士を身近に感じながら授業に臨めた点がよかった。

◆スライド、配布資料、判例、設問などの数も種類も豊富で勉強になった。 ほか

◆早稲田大学法務教育研究センターWeb サイト（http://www.waseda.jp/folaw/cpler/）の News「2017

年度秋学期 法律基礎講座開講のご案内」ページにある申請フォームよりお申込みください。

≪申込期間： 2017 年 8 月上旬 ～ 各講座初回日の 1 週間前（講座と同曜日）の正午まで≫

※氏名、住所、メールアドレス、希望の講座等の必要事項を入力・登録してください。
※登録内容を確認後、当センターより確認メールをお送りいたします。

◆後日、受講要領、誓約書、個人情報の取扱いに関する同意書等を郵送いたします（本学の在学生には、

法務教育研究センター事務所にてお渡しします）。受講要領に記載の案内にしたがい、指定の期日までに、

必要書類のご提出および受講料のお支払いをお願いいたします。
※詳細は、お送りする受講要領をご確認ください。

※書類のご提出および受講料のお支払いを確認後、原則として、講座初回の授業前に教室にて「受講証」等をお渡しいたします。

※講座当日は、指定された教室に直接行き、講座を受講してください。

◆キャンセルについて
※講座初回の前日（ただし当センター閉室日の場合は直近の開室日）の 17時まで、電話でのみキャンセルを受付いたします。
※開講後のキャンセルや返金はできません。

【問合せ先】 早稲田大学法務教育研究センター事務所 （早稲田キャンパス 27 号館 1 階）
Tel: 03-3208-9592／Email: wls-center@list.waseda.jp

受講者の声 ※2016 年度開講の「法律基礎講座」アンケートより、一部を紹介します。

申込方法

「早稲田の本気！司法試験への確かな道標」

正規科目ではありませんので、
申込みは任意です。



【秋学期】 教室：早稲田キャンパス 27 号館（小野梓記念館） の教室を予定

民法Ⅲ

（物権）

講 師 永井 靖人 （弁護士）

民法Ⅳ

（債権総論）

講 師 横瀬 大輝 （弁護士）

日 程

9/28～11/9 全 6 回
（補講を行う場合、11/16）

毎週木曜日 18:15～21:25
日 程

11/23～翌 1/11 全 6 回
（補講を行う場合、翌 1/18）

毎週木曜日 18:15～21:25

受講料 9,850 円 ※ 受講料 9,850 円 ※

本講座で取り扱う内容は、物権及び担保物権です。民法（物権

法）に関する基本的な知識を学習し、実際に起こりうる法律問題

を自ら分析して、論理的に解答を導き出せるようにするための素

養を身につけることを目標にしています。いずれについても、たくさ

んのケースを取り扱いながら、重要な部分に時間をかけつつ、可

能な限り全分野を鳥瞰して受講者の勉強をサポートしたいと思い

ます。

本講座では、民法第三編「債権」のうち、第一章「総則」に規定さ

れる内容を取り扱います。私（横瀬）が法律実務家になって、民

法という法律の中で最も多く使用している分野は、実はこの債権

総論の分野といっても過言ではありません。ともすれば難解に思

われがちな債権総論の分野ですが、基礎的かつ重要なポイントに

ついて、メリハリをつけて講義します。なお、折に触れて、2017 年

6 月に公布された改正民法（債権法）の内容にも触れたいと思い

ます。

各回講義予定 各回講義予定

9/28 物権法総論、物権変動その 1(不動産物権変動)、10/5

物権変動その 2(不動産物権変動の動き、動産物件変動)、

10/12 各種の物権、10/19 担保物権法総論、留置権、先取

特権、質権 、10/26 抵当権その 1、11/2 休講

11/9 抵当権その 2、非典型担保(譲渡担保、所有権留保)

11/23 債権総論の全体像、債権の意義、債権の効力（履行請

求、債務不履行責任①）、11/30 債権の効力（債務不履行責任

②）、12/7 債権の回収（弁済、相殺など）、債権の消滅（更改、

免除、混同など）、12/14 債権の保全的効力（債権者代位権、

詐害行為取消権など）、12/21 債権等の移転（債権譲渡、債務

引受など）、12/28・1/4 休講、1/11多数当事者の債権及び債

務（連帯債務、保証債務など）

※民法Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ（Ⅰ・Ⅱは春学期開講済み）は個別にも受講可能ですが、できればこの機会にまとめて受講した方が体系的に学修
できます。なお、秋学期開講の民法Ⅲ・Ⅳを同時に申し込んだ場合、受講料は合計 18,620 円です。

民事訴訟法

クラス

講 師 粟野公一郎 （弁護士）

刑事訴訟法

クラス

講 師 石村 信雄 （弁護士）

日 程

10/3～11/7 全 5 回
（補講を行う場合、未定）

毎週火曜日 18:15～21:25
日 程

11/14～12/12 全 5 回
（補講を行う場合、12/19）

毎週火曜日 18:15～21:25

受講料 8,210 円 受講料 8,210 円

民事訴訟法は学修者にとって特にイメージのわきにくい科目で

す。その分、具体的な場面を想定しながら勉強することで理解は

深まります。本講義は、受講生がイメージを持ちやすいように配慮

して進行します。講義を通じて、受講生が民事訴訟法を「身につ

ける」ことを目指します。

なお、受講生の理解度などを踏まえ、「上訴、多数当事者訴訟」

を扱わないで別の項目を取り扱うこととする可能性があります。

本講座では、刑事訴訟法全般について基礎から学び、これからの

勉強の礎になるような、骨太の理解を目指します。講義では簡単

なケーススタディも取入れ、受講生の皆さんと議論しながら進め

ていきます。皆さんが、それぞれの関心に応じて、法律実務の現

場や、ロースクールでの学習の場面などを具体的にイメージでき

るように、講師の経験談等を盛り込みながら講義を進めたいと思

います。

各回講義予定 各回講義予定

10/3 民事訴訟法の基本構造、訴えの提起、10/10 民事訴訟

の審理１、10/17 休講、10/24 民事訴訟の審理２、10/31 訴

訟の終了、11/7 上訴、多数当事者訴訟

11/14 イントロダクション、捜査法１、11/21 捜査法 2、11/28

公判手続・訴因、証拠法 1（関連性）、12/5 証拠法 2（伝聞）、

12/12 証拠法 3（自白、違法収集証拠排除法則）、上訴等

行政法

クラス

講 師 川野 智弘 （弁護士）

会社法

クラス

講 師 佐藤 亮 （弁護士）

日 程

10/4～11/15 全 7 回
（補講を行う場合、11/22）

毎週水曜日 18:30～20:30
日 程

11/29～翌 1/24 全 7 回
（補講を行う場合、翌 1/31）

毎週水曜日 18:30～20:30

受講料 7,720 円 受講料 7,720 円

行政法は、抽象的な議論が多く、特に初学者にとってイメージの

わきにくい科目です。本講座では、できるだけ具体的な事例に則

しながら講義を進め、行政法の基本的概念、基本的な考え方に

関する理解を深めていきます。そして、今後のさらなる学習によ

り、個々の行政法令についての適切な解釈論を展開する力を醸

成していくための土台作りを目指します。

会社法は、カバーすべき範囲が広く、実務の影響を受けて頻繁に

改正される科目です。本講義は、これから会社法を勉強していく

上で必要となる、同法の大きな枠組みの理解を目指します。株式

会社に関する講義を中心として、論述試験で問われ易い分野に

ついて事例問題を用いた検討も取り入れる予定です。なお、入門

クラスですので、初学者の受講も歓迎します。

各回講義予定 各回講義予定

10/4 行政法の基本構造、法律による行政の原理、10/11 法

源、基本原理、民事法との関係、10/18 行政作用各論（１）、

10/25 行政作用各論（２）、11/1 行政救済法・概説義務履行

確保、行政手続、11/8 行政事件訴訟、11/15 国家賠償、損

失補償

11/29 会社法の枠組み、設立、12/6 株式、12/13 株式、新

株発行、12/20 新株発行、12/27・1/3 休講、1/10 機関、

1/17 機関 2、1/24 組織再編


